
令和４年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

医療保健部 災害医療対策費 災害医療体制強化推進事業費 38,301 22,245

　災害時においても病院機能が維持され、必要な医療が提供されるよう、病院におけるＢＣＰの考え方に基づく災害医療マニュアルの
策定と定着化を促進するとともに、災害医療コーディネーター研修や災害看護研修等を実施することにより、災害医療に精通した人材
の育成を進めます。また、ＤＨＥＡＴの体制強化のため、専門研修の受講や研修会を開催します。
　施設面では、広域搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）の整備を行い、大規模災害時の医療体制を強化します。

医療保健部
精神障がい者地域生活支援事業
費

ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）体制整備
事業費

1,483 745
　災害時において、専門的なこころのケアや精神科医療の提供が円滑に行われるよう、ＤＰＡＴ構成員を対象に研修・訓練を実施すると
ともに、新たに災害拠点精神科病院を指定し、災害時の精神科医療体制の強化を図ります。

医療保健部
激甚災害時医薬品等備蓄・供給及
び毒物劇物総合対策費

激甚災害時医薬品等備蓄・供給体制整備費 5,311 5,311
　関係団体と連携し、災害時においても、医薬品・衛生材料等が適切に供給できるよう、医薬品等の備蓄や設備の充実を図るとともに、
災害薬事コーディネーターの養成、委嘱を行うことなどにより、災害時の円滑な医薬品等の供給体制の充実を図ります。

医療保健部
激甚災害時医薬品等備蓄・供給及
び毒物劇物総合対策費

激甚災害時毒物劇物総合対策費 493 493
　毒物劇物取扱施設に対し、毒劇物による被害対策、毒劇物事故の処理例、保管・管理および法律等に関する情報提供を行い、激甚
災害時等において適切な対応が図られることを目指します。

医療保健部 障がい児（者）医療対策費 障がい者医療費補助金 2,211,795 2,211,795 　障がい者が必要な医療を安心して受けることができるよう、市町が実施する医療費助成事業に要する経費について補助を行います。

医療保健部 高齢者在宅生活支援事業費 在宅医療体制整備推進事業費 24,117 394
　地域における在宅医療体制の構築に向け、在宅医療・介護連携アドバイザーの派遣、住民への普及啓発、人材育成等の事業に取り
組みます。また、在宅医療・介護連携の推進にかかる研修等を行うとともに、訪問看護ステーションの運営の安定化・効率化を図るため
の相談窓口の設置、アドバイザーの派遣等に取り組みます。

医療保健部 老人医療対策費 後期高齢者医療費県負担金 18,794,143 18,794,143
　高齢期における適切な医療の確保を図るため、後期高齢者医療広域連合が支弁する医療費の一部を公費で負担し、国民保健の向
上及び高齢者の福祉の増進を図ります。

医療保健部 老人医療対策費 後期高齢者医療高額医療費支援県負担金 1,197,734 1,197,734
　高額な医療費の発生による後期高齢者医療広域連合の財政リスクの緩和を図るため、レセプト１件当たり８０万円を超える医療費の
部分について、国及び県が１／４ずつ負担します。

医療保健部 老人医療対策費 後期高齢者医療保険基盤安定制度県負担金 3,760,211 3,760,211
　高齢期における適切な医療の確保を図るため、低所得者等の保険料軽減分を公費で負担します。
　①低所得者の被保険者均等割額を減額した額
　②被用者保険の被扶養者であった被保険者の被保険者均等割額を減額した額

医療保健部 老人医療対策費 後期高齢者医療財政安定化基金積立金 255,087 85,011
　保険者（後期高齢者医療広域連合）の後期高齢者医療制度財政の安定化を図り、予定した保険料収納率を下回って生じた保険料不
足や、給付費の見込み誤り等に起因する財政不足について、資金の貸付、交付を行うために財政安定化基金を積み立てます。

医療保健部 国民健康保険行政事務費 国民健康保険保険基盤安定負担金 5,231,283 5,231,283

　国民健康保険は構造的に保険料（税）の軽減対象となる低所得者の割合が高いため、他の被保険者の保険料（税）の負担が相対的
に重いものとなります。このため、低所得者に対する保険料（税）の軽減分相当額を公費で補填することにより、市町国民健康保険財政
の基盤の安定化を図ります。また、保険料（税）の軽減対象となった被保険者数に応じて平均保険料（税）の一定割合を公費で補填する
ことにより、市町保険者を支援し、中間所得者層を中心に保険料（税）負担を軽減します。

医療保健部 国民健康保険行政事務費 国民健康保険事業特別会計繰出金 9,731,991 9,731,991
　国民健康保険財政の安定化を図るため、国民健康保険事業に必要な経費について、国民健康保険法等で定められた額を県国民健
康保険事業特別会計に繰り入れる。

医療保健部 国民健康保険行政事務費 国民健康保険指導事務費 26,148 11,504

　保険者及び保険医療機関に対し、国保事業の事務指導等を行います。
・国民健康保険事業の健全な運営を図るため、医療費の分析や調査等の実施
・社会保険医療担当者への診療報酬請求に係る集団指導による、保険診療の質的向上及び適正化
・三重県国民健康保険保険財政自立支援事業　　等

医療保健部 保険者育成指導費 国民健康保険団体連合会事業費 3,745 3,745
　県内各保険者の事業状況報告書の集計・確認及び関係資料の作成に関する業務を委託することで、国民健康保険事務の効率化・
円滑化を図ります。

医療保健部 福祉医療対策費 医療保険制度推進交付金 46,295 9,322
　医療保険制度の円滑な実施を図るとともに、福祉医療費助成制度対象者（障がい者、子ども、一人親家庭等）の健康の保持・増進を
図るため、県医師会等に対して推進交付金を交付します。

医療保健部 子ども医療対策費 子ども医療費補助金 2,047,457 0 　子どもが必要な医療を安心して受けることができるよう、市町が実施する医療費助成事業に要する経費について補助を行います。

医療保健部
みえこども家庭健康センター事業
費

小児夜間医療・健康電話相談事業費 16,071 0
　小児夜間医療・健康電話相談（みえ子ども医療ダイヤル）を設置し、深夜帯を含め夜間の子どもの病気・薬・事故に関する相談に医療
関係の専門相談員が対応します。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

医療保健部 母子医療対策費 一人親家庭等医療費補助金 402,886 0
　一人親家庭等が必要な医療を安心して受けることができるよう、市町が実施する医療費助成事業に要する経費について補助を行い
ます。

医療保健部 情報統計費 衛生統計費 19,162 2,809

１厚生労働統計調査（保健関係）に要する経費
　１）人口動態調査
　２）医療施設動態調査、医療施設静態調査、病院報告
　３）衛生行政報告例、地域保健・健康増進事業報告
　４）国民生活基礎調査
　５）介護サービス施設・事業所調査
　６）社会保障・人口問題基本調査
　７）患者調査
　８）受療行動調査
　９）医師・歯科医師・薬剤師調査
２衛生統計年報作成に要する経費
３厚生労働統計調査（保健関係）に要する市町交付金

医療保健部 情報統計費 保健衛生情報システム整備費 3,749 749
　行政事務を省力化、迅速化し保健衛生行政の効果的な推進を図るとともに、地域における県民の健康、福祉の向上を情報面から支
援することを目的として、行政情報システムを整備します。

医療保健部 小児医療対策費 小児・周産期医療体制強化推進事業費 316,164 10,988
　周産期母子医療センターや小児医療機関の運営および設備整備を支援するとともに、周産期死亡率のさらなる改善に向け、周産期
医療に係るネットワーク体制の構築や多職種連携のための研修会等を開催し、安心して産み育てることができる環境づくりを推進しま
す。

医療保健部 医療審議会費 医療審議会費 5,709 3,518
　知事の諮問に応じ、県における医療提供体制の確保に関する重要事項を調査審議するとともに、地域医療構想の実現に向け、関係
者との協議を進めます。

医療保健部 医療審議会費 脳卒中等循環器疾患対策事業費 3,217 1,610
　令和３年度に策定する「三重県循環器病対策推進計画」に基づき、循環器病の予防や正しい知識の普及啓発など、総合的かつ計画
的に取組を推進します。

医療保健部 地域医療対策費 医療法等施行事務費 13,860 11,803
　医療施設の適正な配置、人員構成、構造設備等の指導監督を行い、立入検査を実施するとともに、保健医療関係身分法に関する指
導監督を行い、医療機関が備えるべき医療の安全を確保します。

医療保健部 地域医療対策費 医療安全支援事業費 7,629 6,095
　医療安全支援センターにおいて医療に関する相談窓口事業を実施するほか、院内感染対策にかかる県内関連施設のネットワーク化
を推進するなど、県内医療機関における医療安全体制の推進のために必要な支援を行います。

医療保健部 地域医療対策費 自治医科大学事業費 134,922 134,000
　県内のへき地医療に従事する医師の養成を目的とする自治医科大学の経費を負担し、入学試験を実施することによりへき地に勤務
する医師の充足を図ります。また、卒業医師に研修の機会を与え、医療技術の研鑽に努めます。

医療保健部 地域医療対策費 地域医療対策事業費 54,297 3,837
　へき地医療支援機構を設置・運営し、へき地医療の確保及び充実をめざします。また、へき地医療拠点病院やへき地診療所の運営
に要する経費について支援を行い、へき地における医療提供体制を整備します。

医療保健部 地域医療対策費 医師確保対策事業費 559,868 35,393
　医師の不足・偏在の解消を図るため、医師修学資金貸与制度の運用、臨床研修医の定着支援、総合診療医の育成支援、みえ地域
医療メディカルスクール等に取り組むとともに、「女性が働きやすい医療機関」認証制度等により医療機関の勤務環境改善の促進を図
ります。

医療保健部 地域医療対策費 医療施設等施設・設備整備費補助金 197,883 0 　医療提供体制の確保を図ることを目的として、医療施設等の整備に係る費用を補助します。

医療保健部 地域医療対策費 医師等キャリア形成支援事業費 58,132 0
　「三重県医師確保計画」に基づき、医師の偏在解消を図るため、三重県地域医療支援センターの体制の強化・充実を図り、地域枠医
師および医師修学資金貸与者等に対するキャリア支援や医師不足地域への医師派遣調整に取り組みます。

医療保健部 地域医療対策費 地域医療介護総合確保基金積立金（医療） 1,442,186 440,754
　医療介護総合確保促進法に基づき、平成26年度に創設した「地域医療介護総合確保基金」に係る積立金であり、医療分に係る積立
を行います。

医療保健部 地域医療対策費 病床機能分化推進基盤整備事業費 134,801 0 　地域にふさわしいバランスの取れた医療提供体制の構築に向けて、病床機能の再編を支援します。

医療保健部 救急医療対策費 救急・へき地医療施設設備整備費補助金 20,174 0 　へき地診療所等の施設や医療機器の整備に要する経費について支援を行い、へき地等における医療提供体制を整備します。

医療保健部 救急医療対策費 二次救急医療体制強化推進事業費 197,362 5,252
　重症な救急患者に対応する二次救急医療体制を確保、充実することにより、必要な時に安心して受診できる救急医療体制を構築しま
す。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

医療保健部 救急医療対策費 三次救急医療体制強化推進事業費 482,184 241,332
　重症患者の救急医療体制を確保するため、救命救急センターの運営、ドクターヘリの運航に必要な経費を支援します。また、高度救
命救急センターの整備に向けて検討します。

医療保健部 救急医療対策費
救急医療体制推進・医療情報提供充実事業
費

248,879 151,710
　三重県救急医療情報システムを活用し、引き続き、適切な救急医療情報の提供に努めるとともに、かかりつけ医の必要性や適切な
受診行動の普及啓発を行います。また、次期救急医療情報システムの再構築に向けて検討します。さらに、外国人患者が安心して受
診できるよう、医療機関における多言語対応を促進します。

医療保健部 看護職員確保対策費 ナースセンター事業費 39,790 805
　未就業の看護師等に対して、無料就業斡旋等による再就業支援を行うとともに、看護の魅力の普及啓発を通じて、医療機関等の看
護職員不足の解消を図ります。また、免許保持者の届出制度に基づき把握した情報をもとに、再就業に向けた取組を進めます。

医療保健部 看護職員確保対策費 看護職員確保対策事業費 538,789 26,943

　病院内保育所に対する運営支援を行うとともに、医療勤務環境改善支援センターにおける医療機関のニーズに応じた相談、専門家
派遣等の取組を通じて、医療従事者の離職防止、復職支援を図ります。また、看護職員の人材確保のための修学資金貸与、資質向上
に向けた研修の実施、助産実践能力の向上を図るための助産師出向システムの取組を進めます。さらに、国の経済対策に基づき、新
型コロナウイルス感染症等に対応する看護職員等の処遇改善を支援します。

医療保健部 歯科技工士確保対策・資質向上費 歯科技工士確保対策・資質向上事業費 3,189 0

　県立公衆衛生学院歯科技工学科の閉科により、一定数の新卒歯科技工士を県内に確保する対策が必要です。また、歯科技工士は
早期離職が多く、その多くが潜在化していることから、離職防止、再就職支援を行うとともに、安全で安心な歯科技工物を提供するため
の資質向上に向けた取組を行うことにより、県内歯科技工所への歯科技工士の定着促進及び県内歯科技工士の資質向上を図りま
す。

医療保健部 公衆衛生学院費 公衆衛生学院事業費 112,571 37,292 　適正な歯科医療を確保するため、歯科衛生士の養成を行います。

医療保健部 看護職員養成支援事業費 看護職員試験免許関係事業費 4,888 2,339
１　准看護師試験の実施及び免許の交付を行います。
２　看護師等医療関係免許の進達及び交付事務を行います。
３　保健師助産師看護師法に基づく看護師等養成所の指導等を行います。

医療保健部 看護職員養成支援事業費 看護師等養成所運営費補助金 230,826 0
　看護師等養成所における教育内容の向上を図り、高度化・多様化する医療現場のニーズに即応できる看護師等を養成・確保するた
め、県内の看護師等養成所の運営に必要な経費の一部を助成します。また、退学者の増加に対応するため、取組を実施した養成所に
対して、実績に応じた加算補助を行います。

医療保健部 公立大学法人関係事業費 公立大学法人関係事業費 1,029,860 756,860
　公立大学法人三重県立看護大学の運営に必要な経費を運営費交付金等により交付します。また、法人の業務の実績等に関する評
価を行うため、知事の附属機関として設置している「三重県公立大学法人評価委員会」の運営を行います。

医療保健部 病院事業会計支出金 病院事業会計負担金 2,540,817 1,928,957 　県立病院の政策医療や不採算医療に関する経費等について、病院事業会計への負担を行います。

医療保健部 病院事業会計支出金 病院事業会計補助金 138,087 138,087 　県立病院の政策医療や不採算医療に関する経費等について、病院事業会計への補助を行います。

医療保健部 病院事業会計支出金 病院事業会計貸付金 500,000 0 　県立病院の政策医療や不採算医療に関する経費等について、病院事業会計への貸付を行います。

医療保健部 県立病院改革推進事業費 県立病院改革推進事業費 49 49 　「県立病院改革に関する基本方針」に基づき、県民に良質な医療を継続して提供するよう改革を進めます。

医療保健部
地方独立行政法人三重県立総合
医療センター関係事業費

地方独立行政法人三重県立総合医療セン
ター関係事業費

1,944,799 1,944,799
　地方独立行政法人三重県立総合医療センターの運営経費のうち、政策医療の提供に必要な経費を交付します。また、法人の業務の
実績等に関する評価を行うため、知事の附属機関として設置している「地方独立行政法人三重県立総合医療センター評価委員会」の
運営を行います。

医療保健部
地方独立行政法人三重県立総合
医療センター資金貸付費

地方独立行政法人三重県立総合医療セン
ター資金貸付費

3,323,698 0
　地方独立行政法人三重県立総合医療センターの長期借入金については、設立団体である県からの借入金に限られるため、設備整
備に係る企業債を県が発行し、その資金を地方独立行政法人三重県立総合医療センターに貸し付けます。

医療保健部 保険給付費等交付金 保険給付費等交付金 125,053,561 0
　県は、保険給付の実施その他の国民健康保険事業の円滑かつ確実な実施を図り、及び県内市町の財政状況その他の事情に応じた
財政調整を行うため、療養の給付等に要する費用その他の国民健康保険に要する費用について、市町に保険給付費等交付金を交付
する。

医療保健部 後期高齢者支援金等 後期高齢者支援金等 20,347,376 0
　後期高齢者医療制度の財政構成のうち、現役世代が担う約４割分について、保険者は75歳未満の被保険者の健康保険料に後期高
齢者支援金分を含めて徴収し、社会保険診療報酬支払基金に納付する義務を負う（国保は都道府県が納付）。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

医療保健部 前期高齢者納付金等 前期高齢者納付金等 43,229 0
　前期高齢者（65歳～74歳）を対象として、被用者保険と国民健康保険間の医療費負担を調整するため、社会保険診療報酬支払基金
に納付する義務を負う（国保は都道府県が納付）。

医療保健部 介護納付金 介護納付金 7,257,582 0
　保険者は、介護保険制度第２号保険者（40歳以上65歳未満）の健康保険料に介護保険分を含めて徴収し、介護分を社会保険診療報
酬支払基金に納付する義務を負う（国保は都道府県が納付）。

医療保健部 病床転換支援金等 病床転換支援金等 705 0
　療養病床について、老人保健施設等への転換を進めるため、保険者は、社会保険診療報酬支払基金に納付する義務を負う（国保は
都道府県が納付）。

医療保健部 共同事業拠出金 共同事業拠出金 264,494 0
　高額な医療費の発生による財政への急激な影響を緩和するために、著しく高額な医療費（レセプト１件420万円超 ）を対象に都道府
県からの拠出金、国からの負担金を財源とし、全国で費用負担の調整を行う。

医療保健部 基金積立金 国民健康保険財政安定化基金積立金 1,217 0
　県は、国民健康保険の財政の安定化を図るため、財政安定化基金を設け、収納不足や医療費増加等に対応する貸付・交付の事業
等に必要な費用に充てる。

医療保健部 保健事業費 保健事業費 18,042 0
　市町の健康課題や保健事業の実施状況を把握するとともに、医療費適正化計画を踏まえて、市町が実施する保健事業の運営が健
全に行われるよう、必要な助言及び支援を行う。また、保健事業の支援等を推進するにあたっては、市町における健康・医療情報の横
断的・総合的な分析を行い、保健事業の推進に課題がある市町村への助言及び支援を行う。

医療保健部 総務管理費 総務管理費 3,005 0 　国保財政運営に必要な事務費等（運営協議会開催にかかる費用、国保連合会負担金等）

医療保健部 福祉人材確保対策費
社会福祉施設職員等退職手当共済事業給付
費補助金

309,862 309,862
　社会福祉施設等被共済職員に対する退職手当支給事業を行う独立行政法人福祉医療機構に対して、共済事業費の一部を助成する
ことにより、社会福祉施設職員等の処遇の向上を図ります。

医療保健部 福祉人材確保対策費 福祉人材センター運営事業費 44,123 0
　福祉人材センターに福祉・介護職場に係る求人・求職情報を集約し、無料職業紹介や福祉職場説明会、法人向け研修を実施するな
ど、福祉・介護職場での就労を希望する人や事業者への支援を行います。

医療保健部 福祉人材確保対策費 介護福祉士等修学資金貸付事業費 52,299 42
　介護福祉士等修学資金貸付事業の前年度精算による国庫への返還を行います。
　他業種から介護職への転職者に対して就職準備金や、福祉系高校の生徒に対して修学資金を貸し付けます。

医療保健部 福祉人材確保対策費 福祉・介護人材確保対策事業費 122,354 659

　若者や離職者等に対する介護職員初任者研修の実施と就労支援、学生等に対する福祉・介護の魅力発信や介護フェアの開催、小
規模事業所等に対する人材確保と定着のための支援、潜在的有資格者の介護職場への再就業促進、働きやすい介護職場の応援制
度の運用、介護未経験者に対する入門的研修の実施、離島・中山間地域等における人材確保支援により新規参入につなげる取組等
を行います。

医療保健部 福祉人材確保対策費 外国人介護人材確保対策事業費 38,247 2
　外国人技能実習生等を対象とした介護技術の向上を図るための集合研修を行います。また、外国人留学生の就労予定先の介護施
設等が実施する奨学金制度を支援します。

医療保健部 福祉人材確保対策費 三重県介護従事者確保事業費補助金 447,161 0
　地域医療介護総合確保基金を活用し、介護従事者確保のため、「参入促進」、「資質向上」、「労働環境・処遇の改善」に取り組む市町
や介護関係団体等を支援します。また、介護施設等が行う介護ロボットやＩＣＴの導入を支援します。

医療保健部 福祉人材養成事業費 社会福祉研修センター事業費補助金 10,007 0
　福祉・介護職員の資質向上を図るため、社会福祉研修センターが実施する社会福祉施設職員に対する研修事業に要する経費につい
て支援します。

医療保健部 介護保険制度実施関係事業費 介護給付費県負担金 24,277,974 24,277,974
　要介護者に対する介護給付及び要支援者に対する予防給付に要する費用の１２．５％（施設給付については１７．５％）を県が負担す
る。

医療保健部 介護保険制度実施関係事業費 介護保険財政安定化基金積立金 100 0
  介護保険制度が安定的に運営されるよう、給付金の予想を上回る伸びや、通常の努力を行ってもなお生じる保険料未納による保険
財政の赤字について、資金の貸付、交付を行うため、財政安定化基金を設置します。

医療保健部 介護保険制度実施関係事業費
ホームヘルプ等利用者負担軽減事業費補助
金

3,905 1,301

　低所得者及び障がい者のホームヘルプサービス等にかかる利用者負担額の一部を補助することにより、低所得者等の負担を軽減す
るとともに、介護保険制度の円滑な施行を図る。
（ア）障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業
（イ）社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担軽減制度事業
（ウ）離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減措置事業
（エ）中山間地域における加算に係る利用者負担額軽減措置事業

医療保健部 介護保険制度実施関係事業費 介護保険制度施行経費 5,647 4,838
　介護保険制度の円滑な運営と介護給付の適正化に向け、介護保険審査会の実施やアドバイザー派遣による市町の支援を行いま
す。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

医療保健部 介護保険制度実施関係事業費 介護支援専門員資質向上事業費 27,672 ▲ 3,414 　介護支援専門員の資質向上研修及び更新研修を実施するとともに資格の管理を行う。

医療保健部 介護保険制度実施関係事業費 認定調査員等研修事業費 3,477 1,740
　介護保険制度の根幹業務である要介護認定業務等、重要な任務に係る認定調査員、認定審査会委員、主治医の研修を行い、資質
の向上を図る。

医療保健部 介護保険制度実施関係事業費 介護保険サービス事業者・施設指定事業費 3,690,594 1,877

・介護保険事業の適正な運営に向け、居宅サービス事業者・介護保険施設の指定、指導等を行うとともに、事業者情報管理システムの
運用を行う。
・行政と介護保険サービス事業者が協議のうえ、介護サービスのあり方等について、各年度の重要なテーマや課題を設定して研修を行
う。
・新型コロナウイルス感染症が発生した介護保険事業所・施設等に対し、介護報酬の対象とならないかかり増し経費の支援等を行う。
・介護職員の賃金改善を行う居宅サービス事業者・介護保険施設に対し、処遇改善の補助金を交付する。（期間：令和４年２月～９月）

医療保健部 介護保険制度実施関係事業費 介護サービス苦情処理業務補助金 2,614 0
　介護保険の指定事業者等から提供されるサービスについて、利用者やその家族からの苦情等の相談は介護保険法で各都道府県の
国民健康保険団体連合会が行うこととされている。この苦情処理業務の運営経費について、三重県国民健康保険団体連合会に対して
補助する。

医療保健部 介護保険制度実施関係事業費 介護施設等職員研修事業費 1,014 15
　たんの吸引等が必要な者に対して、必要なケアをより安全に提供する必要があることから、介護職員等に知識・技能を修得させる指
導者養成研修を行う。

医療保健部 介護保険制度実施関係事業費 介護サービス情報の公表推進事業費 2,798 1,519
　利用者が自ら介護サービスを選択できる仕組みづくりを進めるため、介護保険事業者等を対象にした「介護サービス情報の公表」制
度の運営や地域密着型サービス事業所の外部評価を実施するための調査員を養成します。

医療保健部 介護保険制度実施関係事業費 地域支援事業県交付金 1,419,501 1,419,501
　地域支援事業の介護予防事業に要する費用の１２．５　％、包括的支援事業及び任意事業に要する費用の１９．５％を県が負担す
る。

医療保健部 介護保険制度実施関係事業費 介護保険料軽減県負担金 569,172 569,172
　今後の更なる高齢化に伴い、介護費用の増加と保険料負担水準の上昇が避けられない中で、制度を持続可能なものとするために、
低所得者の保険料軽減の強化が行われ、それに要する費用の４分の１を都道府県が負担する。

医療保健部 介護基盤整備関係事業費 介護サービス基盤整備補助金 396,418 1,418 　施設サービスを必要とする高齢者が、できるだけ円滑に入所できるよう、特別養護老人ホーム等の整備を支援します。

医療保健部 介護基盤整備関係事業費 地域医療介護総合確保基金積立金（介護） 1,499,822 499,941
　「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律」が平成２６年６月に改正され、医療及び介護の総合的な確保の
ための事業に関する経費のうち介護分の経費を支弁するための基金を県に設置するものです。

医療保健部 介護基盤整備関係事業費 介護サービス施設・設備整備等推進事業費 775,680 686
　高齢者が住み慣れた地域で必要なサービスが受けられるよう、地域医療介護総合確保基金を活用し、地域密着型サービスの整備や
療養病床から介護医療院への円滑な転換等を支援します。また、新型コロナウイルスの感染防止対策に係る衛生用品等の備蓄を進
めます。

医療保健部 高齢者社会参加環境づくり事業費 高齢者健康・生きがいづくり支援事業費 16,751 0
　高齢者が健康で、生きがいをもって社会活動ができるよう、生活支援コーディネーターおよび就労的活動支援コーディネーターを養成
する研修を実施するとともに、全国健康福祉祭（ねんりんピック）に三重県選手団を派遣します。

医療保健部 高齢者社会参加環境づくり事業費
老人クラブ活動等社会活動促進事業費補助
金

43,766 0 　老人クラブ等に助成することにより、老後の生活を豊かなものとするとともに、明るい長寿社会づくりに資する。

医療保健部 高齢者在宅生活支援事業費 軽費老人ホーム運営費補助金 1,010,014 1,010,014 　軽費老人ホーム（Ａ型・ケアハウス）の運営に必要なサービスの提供に要する費用に対して、補助する。

医療保健部 高齢者在宅生活支援事業費 地域包括ケア推進・支援事業費 2,653 224
　地域包括支援センターの機能強化や介護予防・自立支援の取組の推進に向け、研修や地域ケア会議へのアドバイザー派遣等を行
います。

医療保健部 高齢者在宅生活支援事業費 認知症ケア医療介護連携事業費 58,749 27
　認知症の早期発見・早期治療につなげるため、認知症疾患医療センターの更新、認知症サポート医の養成等を行います。また、三重
大学医学部附属病院が行う「ＩＴスクリーニング」や、レセプトデータの調査・分析の取組等を支援します。

医療保健部 高齢者在宅生活支援事業費 認知症地域生活安心サポート事業費 15,249 3,840
　認知症サポーターの養成を行うとともに、その活動の促進に向け、サポーターを組織化して認知症の人や家族への支援につなげる仕
組み（チームオレンジ）の構築に取り組む市町を支援します。また、市町における成年後見制度の利用促進に係る中核機関の設置の取
組を促進するため、アドバイザーの派遣、研修会・報告会の開催に取り組みます。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

医療保健部 がん対策推進費 がん予防・早期発見事業費 8,558 3,479

　がん検診および精密検査の受診率向上のため、がん検診精度管理調査における結果の情報共有等を行うとともに、各種がん検診に
おいて受診勧奨等に取り組む市町に対する支援を行います。また、がんに対する県民の理解を深めるため、企業、関係機関・団体等と
連携し、がん検診やがんに関する正しい知識の普及啓発を進めるとともに、小・中・高等学校の児童生徒を対象としたがん教育を支援
します。

医療保健部 がん対策推進費 がん医療基盤整備事業費 54,706 11,135
　がんの実態を把握するため、三重大学医学部附属病院と連携し、精度の高いがん罹患情報の収集・集計（がん登録）に取り組みま
す。また、蓄積されたがん登録情報をもとに、市町、医療機関への集計・分析結果の情報提供、がん対策にかかる施策の検討および効
果の検証を行います。また、がん診療に携わる医療機関の施設・設備の整備を支援するなど、がん医療提供体制の充実を図ります。

医療保健部 がん対策推進費 がん患者支援事業費 41,761 140

　がん診療連携拠点病院におけるがん相談支援センターの運営や、緩和ケアに関する知識・技能を持った医療従事者等を養成するた
めの研修等の事業実施を支援します。また、三重県がん相談支援センター等の相談窓口を周知するとともに、がん患者とその家族の
ための相談を実施します。さらに、がん患者が治療と仕事を両立できるよう、就労等の社会生活への支援、企業への訪問や説明会の
開催を通じて、がんに対する正しい知識の普及を進め、治療と仕事の両立が可能な環境の整備に取り組みます。

医療保健部 公衆衛生関係総務費 事務費 17,371 16,832 　医療保健部の適切な管理運営を行います。

医療保健部 保健師活動指導費 地域保健関係職員等研修事業費 1,669 427
　専門職としての技能開発を計画的に遂行するとともに、社会情勢に対応した地域保健福祉活動を推進するため、地域保健関係者の
資質向上を図ります。

医療保健部 健康づくり総合推進事業費 三重の健康づくり推進事業費 20,428 13,212
　受動喫煙の防止や生活習慣病の予防、食育活動の取組が各地域で促進されるよう関係機関と連携を図り、地域に応じた健康づくり
を推進します。

医療保健部 健康づくり総合推進事業費 三重とこわか健康推進事業費 24,230 19,845

　「三重とこわか健康経営カンパニー認定制度」や認定企業のＤＸを取り入れた取組を支援する「三重とこわか健康経営促進補助金」、
「三重とこわか健康経営大賞」の表彰により、企業における主体的な健康経営の取組を促進します。また、「三重とこわか健康マイレー
ジ事業」により、県民が主体的に健康づくりに取り組む動機づけと継続を支えるための環境づくりに取り組むとともに、デジタル技術を活
用した「三重とこわか健康マイレージ事業」を行う市町を支援します。さらに、「三重とこわか県民健康会議」を通じて、県民が継続的に
健康づくりに取り組む気運の醸成を図ります。

医療保健部 健康づくり総合推進事業費 糖尿病発症予防対策事業費 1,227 616
　関係団体と締結した「糖尿病性腎症重症化予防に係る三重県連携協定」等に基づき、大学、医療機関等と連携し、糖尿病予防につい
ての普及啓発や慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策を引き続き実施するとともに、重症化予防の取組が身近な地域で効果的に行われるよう、糖
尿病の治療や支援ができる人材の育成を行います。

医療保健部 原子爆弾被爆者対策費 原子爆弾被爆者健康診断事業費 4,006 0
　広島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者が、今なお置かれている健康上の特別な状態に鑑み、被爆者とその二世に対し
健康診断を行うことにより、その健康の保持及び向上を図ります。

医療保健部 原子爆弾被爆者対策費 原爆被爆者各種手当支給事業費 106,924 0
　広島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者であって、原子爆弾の放射能等の影響を受け今なお特別の状態にある者に対
し、医療特別手当の支給等の措置を講ずることにより、その福祉の向上を図ります。

医療保健部 原子爆弾被爆者対策費 原爆被爆者介護補助事業費 11,755 5,280

　広島市及び長崎市に投下された原子爆弾の被爆者であって、原子爆弾の放射能の影響を受け、今なお特別の状態にある者が介護
保険等のサービスを利用した際の費用等の助成を行います。
①介護手当交付金
②被爆者相談事業
③原爆被災者の会関係補助

医療保健部 歯科保健対策費 歯科保健推進事業費 94,147 3,477
　各地域の在宅口腔ケアや歯科治療の充実、介護予防、医科歯科連携に取り組むため、地域口腔ケアステーションの機能充実を図る
とともに、歯科口腔保健に関する啓発やフッ化物洗口の実施施設数の拡大に向けて、市町、関係機関・団体等と連携して取り組みま
す。

医療保健部 保健栄養指導費 栄養施行事務費 2,220 0 　会議の開催及び研修会への参加等により、栄養関係行政事務及び栄養指導事務の円滑な推進を図ります。

医療保健部 保健栄養指導費 国民健康・栄養調査費 10,264 8,288 　国民の健康増進を図るための基礎資料として、身体状況、栄養摂取量及び生活習慣状況を明らかにするための調査を実施します。

医療保健部 高齢者健康診査事業費 健康増進事業費 95,687 44,884
　生活習慣病予防や健康の保持増進のため、主に40歳以上の住民を対象に実施する市町の健康教育、健康相談、健康診査、訪問指
導等の保健事業を支援します。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

医療保健部 ハンセン病対策費 ハンセン病対策費 2,502 483
　ハンセン病療養所に入所している三重県出身者に対し、入所生活の安定を図るための訪問や、里帰り事業を実施するとともに、三重
県在宅の元患者等に対して相談事業を実施します。また、県民に対し、ハンセン病について正しく理解し、差別・偏見の解消を図るため
の施策を実施するとともに、入所者が安心して療養に専念できるよう、一部の元患者家族に対して生活援護を行います。

医療保健部 難病対策費 難病在宅支援事業費 6,546 566

　難病は、原因不明・予後不良等、地域での支援対策が不可欠であるため、難病相談、訪問診療等在宅支援体制を整備するとともに、
難病医療連絡協議会を設置します。また、難病診療連携コーディネーターを拠点病院に配置することで、医療相談の対応や一時入院
施設の確保などを行います。さらに、難病患者の在宅療養環境を整備するために意思伝達装置使用サポート事業等を実施し、患者及
びその家族のＱＯＬ向上と介護者の負担軽減を図ります。

医療保健部 難病対策費 指定難病等対策事業費 2,562,207 1,301,265
　難病指定医の育成や指定医療機関の確保により、医療費助成制度を円滑に運営するとともに、地域の医療機関等の連携による医療
提供体制の充実に取り組みます。また、難病患者等の療養生活の質の向上を図るため、生活・療養相談、就労支援を行います。

医療保健部 難病対策費 難病相談・支援センター事業費 12,678 33
　在宅難病患者の相談・支援、地域活動の促進及び就労支援などを行う拠点として設置し、患者等の治療・日常生活上における悩み
や不安の解消を図ります。

医療保健部 臓器移植対策費 臓器移植対策費 4433 10
　視覚障がい、腎不全等で悩む人たちが一人でも多く移植手術を受けられる体制を整備するため、（公財）三重県角膜・腎臓バンク協会
に対して補助を行い。事務の円滑な推進を図るとともに、移植コーディネーター設置に対して助成を行います。
　また、県民に対して移植に関する普及啓発活動を実施します。

医療保健部 保健所経常費 保健所運営費 64,933 60,575 　医療保健部（保健所）の管理運営を行います。

医療保健部 骨髄バンク事業費 骨髄バンク事業費 1,109 1,109
　骨髄提供希望者（ドナ－）登録を推進するボランティア団体や三重県赤十字血液センター、市町等の関係機関と連携を図りながら、若
年層を中心とした骨髄バンクに関する正しい知識の普及啓発やドナ－の確保に取り組みます。また、三重県骨髄等移植ドナー助成事
業補助金により市町への支援を行うとともにドナー休暇制度の普及等により骨髄提供しやすい環境づくりを行います。

医療保健部 福祉基金積立金 福祉基金積立金 332,006 332,000 　高齢者等の保健福祉向上を図る事業の財源に充てるため、基金の積立を行います。

医療保健部 こころの健康センター費 こころの健康センター管理運営費 10,639 10,629
　こころの健康センターを精神保健福祉の専門的・中核的中枢機能として位置づけ、精神保健及び精神障がい者の福祉に関する知識
の普及、調査、相談及び指導を行い、精神福祉の向上を図ります。また、保健所及び関係機関への技術支援をはじめ、教育研修、公
的啓発、調査研究、精神保健福祉相談を行います。

医療保健部 こころの健康センター費 こころの健康センター指導事業費 14,195 7,139

　精神保健福祉の専門的・技術的中核機関として、三重県こころの健康センターにおいて県民のこころの健康保持・向上を図ります。ま
た、保健所及び関係機関への技術支援、教育研修、協力組織育成等こころの健康づくりを推進します。さらに、ひきこもり地域支援セン
ターにおいて、専門相談や家族教室を開催し、より高い専門性が求められる事例に対応するため、医療的支援を中心とした多職種の
連携による訪問支援等を実施します。

医療保健部 地域自殺対策緊急強化事業費 地域自殺対策緊急強化事業費 82,242 13,172

　自殺対策を推進するため、こころの健康問題に対する正しい知識の普及や人材育成に取り組むとともに、関係機関・団体と連携し、各
課題の解決に向けた取組を行います。また、夜間・休日においても対応できる電話相談の体制を確保するとともに、若者を重点的な対
象として、ＳＮＳを活用した相談体制の整備など効果的な自殺対策に取り組みます。さらに、令和４年度末までが計画期間である「三重
県自殺対策行動計画」について、次期計画を策定します。

医療保健部
精神障がい者地域生活支援事業
費

精神障害者保健福祉手帳交付事業費 782 782
　精神障がい者福祉の充実に向け、精神障がい者に手帳を発行することにより各種の福祉サービスが受けられる枠組を作る。また、各
方面の協力を得て各種の支援策を講じやすくし、精神障がい者の社会復帰を促進し、その自立と社会参加の促進を図る。

医療保健部
精神障がい者地域生活支援事業
費

精神障がい者保健福祉相談指導事業費 33,006 3,549
　アウトリーチ事業、ピアサポーターを活用した取組および地域住民への啓発により、精神科病院入院患者の退院後の支援体制づくり
を進めます。また、「三重県アルコール健康障害対策推進計画(第２期）」、「三重県ギャンブル等依存症対策推進計画」に基づき、依存
症対策を推進します。

医療保健部 精神保健医療対策事業費 精神通院医療事業費 2,821,862 1,441,039
　精神障がい者に自立支援医療を支給することにより通院を促し、再発防止を図り、県民の精神的健康の保持及び増進を図る。また、
審査判定会において公費負担内容の確認等を行い、適正な事業実施に努める。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

医療保健部 精神保健医療対策事業費 精神保健措置事業費 184,245 75,036
　自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれのある精神障がい者に対して、精神保健指定医による診察を行い、適正な医療及び保護
を行う。
　入院患者の人権に配慮した、適正な医療及び保護を確保するために、精神医療審査会を開催し審査を行う。

医療保健部 精神保健医療対策事業費 精神科救急医療システム運用事業費 84,206 31,069
　病院輪番群により、休日夜間における緊急な医療を必要とする精神障がい者等のための精神科救急医療体制を確保する。
　また、精神科救急情報センターにおける、２４時間精神科医療相談を行うことにより、疾患の重篤化の軽減や適切な医療との連携を
図る。

医療保健部 動物愛護管理費 動物愛護管理推進事業費 122,631 110,637
　「第３次三重県動物愛護管理推進計画」に基づき、関係団体等と連携し、動物愛護教室等の普及啓発活動等に取り組むとともに、動
物愛護推進センター「あすまいる」を動物愛護管理の拠点とし、クラウドファンディングを活用した飼い主のいない猫の不妊・去勢手術等
や犬・猫の譲渡等の殺処分数ゼロに向けた取組、ペットに関する防災対策の取組等を推進します。

医療保健部
食の安全とくらしの衛生確保研究
推進費

一般依頼検査費 589 0
　県内の医療機関、事業者、住民等が要望する医薬品、水等の試験検査のうち、県内の民間検査機関で対応できない検査等、県が実
施すべき検査を対象に、三重県試験研究機関関係衛生試験手数料条例に基づく手数料を徴収したうえで、微生物または理化学的な
試験検査を行うことにより、安全な県民生活の確保に資する。

医療保健部 生活衛生諸費 生活衛生関係営業指導費 31,410 16,236 　生活衛生営業施設等の監視指導や講習会等を行い、生活衛生営業施設等営業者の自主的な衛生管理の促進を図ります。

医療保健部 薬物乱用防止対策事業費 薬物乱用防止対策事業費 9,390 ▲ 1,222
　警察本部等の関係機関と連携し、若年層を対象とした薬物乱用防止教室等による啓発活動、違法薬物等の取締りや薬物依存症者
等に対する回復支援を中心とした再乱用防止に取り組みます。

医療保健部 薬事審査指導費 薬事審査指導費 16,425 ▲ 37,874
　医薬品等の品質、有効性および安全性を確保するための監視等を行うとともに、県民に対して医薬品等の正しい知識を提供し、適正
な使用の推進に取り組みます。

医療保健部 医薬品等安全対策費 薬事経済調査費 5,597 0
　医薬品、医療機器等の安定供給と、適切な価格設定等に貢献するため、薬価調査、医薬品需給状況調査を実施するとともに、後発
医薬品の品質確保や適正使用の推進に取り組みます。また、患者本位の医薬分業の実現に向け、患者のためのかかりつけ薬剤師・
薬局の推進等の事業を実施します。

医療保健部 毒物劇物指導監視費 毒物劇物指導監視費 1,765 ▲ 4,233
　毒物劇物の安全管理に関する基本理念及び責務を明らかにし、毒物劇物に起因する危害防止に努め、もって県民の保健衛生の確
保を図る。

医療保健部 医薬分業推進事業費 薬局機能強化事業費 8,146 0
　「かかりつけ薬剤師・薬局」を推進するため、在宅医療への参画や多職種との連携等に取り組む薬剤師・薬局を支援します。また、女
性薬剤師等の復職及び転職支援や、中・高校生を対象とした薬剤師の魅力を高める啓発等の取組により薬剤師の確保支援を進めま
す。

医療保健部 血液事業推進費 血液事業推進費 2,424 2,424
　将来的に安定して血液を供給するためには、若年層の協力が必要不可欠であることから、高等学校における献血セミナーの開催や
高校生、大学生等の献血ボランティアとの連携を推進するとともに、献血セミナーの受講者等が実際に献血者に結び付く取組の充実を
図ります。また、医療機関における血液製剤使用の適正化を図ります。

医療保健部 臓器移植対策費 臓器移植対策費 4,433 10

　食の安全・安心を確保するため、「三重県食品監視指導計画」に基づき、食品関係施設の監視指導や食品中の残留農薬・微生物等
の検査、食品表示の適正化等に取り組みます。また、関係団体と連携し食品事業者のＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の取組や、営業許可
制度の見直し等の法改正に適切に対応できるよう支援します。さらに、令和３（2021）年の三重とこわか国体・三重とこわか大会に向け、
宿泊施設や弁当調製施設における監視指導を実施します。

医療保健部
食の安全とくらしの衛生確保研究
推進費

放射能測定調査費 6,156 0 　原子力規制庁の委託による環境放射能水準調査を行うことにより、原子力の平和利用の推進及び放射能障害の防止に役立てる。

医療保健部 食の安全食品衛生監視指導事業 食の安全総合監視指導事業費 98,821 27,696
　食の安全・安心を確保するため、「三重県食品監視指導計画」に基づき、食品関係施設の監視指導や食品中の残留農薬・微生物等
の検査、食品表示の適正化等に取り組みます。また、関係団体と連携し食品事業者のＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の取組や、営業許可
制度の見直し等の法改正に適切に対応できるよう支援します。

医療保健部 食の安全食肉衛生事業 食の安全食肉衛生事業費 34,700 ▲ 171
　安全で安心な食肉・食鳥肉を提供するため、と畜検査・食鳥検査を全頭（羽）実施します。また、と畜場及び大規模食鳥処理場におけ
る衛生管理の実施状況について外部検証を行います。

医療保健部 食品関係免許事務費 食品関係免許事務費 4,138 ▲ 7,486 　調理師試験、製菓衛生師試験、ふぐ処理者試験等を通じ、調理師、製菓衛生師及びふぐ処理者の資質の向上を図ります。



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費 本年度県費 事業概要（目的）

医療保健部 結核医療費 結核医療費 29,842 8,262
　「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づき、結核患者の適正医療および結核患者の入院医療に要する
費用の一部を負担し、結核の予防および結核患者に対する適正な医療の普及を図ることにより、結核の発生および蔓延を防止する。

医療保健部 結核対策費 結核健康診断補助金 5,152 5,152
　「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」第６０条の規定に基づき、集団生活を営む学生、社会福祉施設入所
者に対し定期健康診断を行うために必要な経費の一部を補助することにより、結核患者の早期発見、結核の予防推進を図る。

医療保健部 結核対策費 結核対策事業費 8,244 2,832
　訪問指導、服薬支援（ＤＯＴＳ）、接触者健診、結核菌分子疫学的解析等を実施するとともに、高齢者や外国人等に対して正しい知識
の普及啓発を行い、結核患者の早期発見や適切な治療につなげるための支援を行います。また、結核医療に従事する医師や医療従
事者の確保を図るため、人材育成や研修に取り組みます。

医療保健部 防疫対策費 防疫対策事業費 44,657,300 3,371,880

・県民が感染症に罹患した際には適切な医療に導くとともに、保健所等関係機関が迅速に対応することにより、感染拡大を防止します。
また、治療困難な感染症の拡大防止対策として、新たに薬剤耐性菌の出現を抑えるための抗菌薬の適正使用に関する普及啓発を行
います。さらに、感染症患者移送車の維持や医薬品等の備蓄更新を実施するとともに、新型インフルエンザ等対策訓練、研修等を行
い、感染症の発生時に備えます。
・新型コロナウイルス感染症の拡大に備えるため、引き続き、医療提供体制の確保等に取り組むとともに、ワクチン接種を円滑に進め
ていきます。

医療保健部 防疫対策費 感染症危機管理システム事業費 9,165 8,067
　ＳＡＲＳ、ＭＡＲＳ、鳥インフルエンザなどの新興再興感染症の県内での蔓延防止・拡大防止を図るため、感染症の探知、検査、調査、
情報共有等の推進等を図る。

医療保健部 防疫対策費 保健所検査機能整備事業費 4,495 2,281 　感染症対策の強化、「食の安全・安心」の確保に必要な保健所検査機能の向上を図る。

医療保健部 エイズ等対策費 エイズ等対策費 14,572 6,361
　エイズや肝炎等の無料検査の実施、正しい知識の普及啓発、相談・指導体制の充実等により、感染拡大防止を図ります。また、肝炎
ウイルス検査陽性者等のフォローアップ事業や検査費用の助成を行い、重症化予防を図ります。

医療保健部 結核・感染症発生動向調査事業費 結核・感染症発生動向調査事業費 15,084 6,343
　医療機関等からの感染症情報等を収集・分析するとともに、関係機関や県民に情報提供を行うことで、感染症の発生や感染拡大の
未然防止を図ります。

医療保健部 予防接種費 予防接種対策事業費 42,706 16,197
　三重県予防接種センターにおいて、県民や市町等からの相談対応や海外渡航者等への予防接種を実施するとともに、市町と連携
し、健康被害者の救済や接種率向上、接種間違いの防止等を図ります。また、風しん麻しん対策として医療機関等を対象にした研修会
の開催や無料の風しん抗体検査を推進するとともに、国の風しんの追加的対策が円滑に進むよう市町と連携して取り組みます。

医療保健部 感染症対策基盤整備事業費 感染症対策基盤整備事業費 508 508
　感染症予防や感染拡大防止については、知識の普及啓発や流行状況に応じた情報発信が必要であることから、感染予防に関する
研修会を開催するとともに、感染症発生動向調査システムを活用し、情報をホームページに掲載するなど、知識の普及啓発に取り組み
ます。

医療保健部 衛生試験研究管理費 衛生試験研究管理費 145,821 142,782
・保健環境研究所の一般的な管理運営に要する経費
・分析機器の精度維持を図るため点検及び修理を行う
・公衆衛生・環境の科学的技術的中核施設機関としての役割を果たす

医療保健部 衛生試験研究管理費 連携・研究推進事業費 1,472 0
　企業や大学などと協同して課題解決とさらなる向上に資する研究プロジェクトを保健環境研究所が主体となって推進する。また、こうし
た研究プロジェクトの新たな立案等をめざした研究コーディネートや、研究会活動を支援する。

医療保健部 衛生試験研究管理費 衛生関係経常試験研究費 211 211
　その時の行政ニーズや県民ニーズに合わせた柔軟な検査体制等を確立することにより、健康危機管理施策推進に対応する科学的
根拠に基づくデータ提供が迅速に行われることを目的とします。

医療保健部 人権問題研究費 人権問題研究費 518 0 　人権問題に対する正しい理解と認識を深めるため、研修及び啓発を行います。

医療保健部 小児医療対策費 小児慢性特定疾病対策事業費 457,137 228,775
　治療が困難でかつ長期にわたる療養が必要であるため医療費の負担も高額になり、児童の健全な育成が阻害される恐れのある小
児慢性特定疾病について、その疾病の治療研究を促進し医療を確立・普及するとともに、患者家族の負担を軽減する取組を実施しま
す。

医療保健部 メディカルバレー推進事業費 メディカルバレー産学官民連携事業費 662 662
　ヘルスケア産業を戦略的に振興する「みえメディカルバレー構想」を着実に推進するため、県内産学官民および県関係部局等が参画
するみえメディカルバレー推進代表者会議、みえライフイノベーション総合特区地域協議会等各種会議を開催・運営し、産学官民相互
の情報共有や連携体制の充実に取り組むとともに、ヘルスケア分野の製品・サービスの開発等に役立つ情報発信を行います。

医療保健部
みえライフイノベーション総合特区
推進事業費

みえライフイノベーション総合特区促進プロ
ジェクト事業費

11,027 7,461
　ヘルスケア産業を戦略的に振興するため、医療・福祉機器、医薬品、化粧品等の創出に向け、みえライフイノベーション総合特区計画
に基づく取組を推進します。
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医療保健部 給与費 人件費 158,857 158,857 　医療保健部職員に係る人件費（民生費関係）

医療保健部 給与費 人件費 4,050,417 3,657,227 　医療保健部職員に係る人件費（衛生費関係）

医療保健部 公衆衛生関係総務費 交際費 78 78 　医療保健部長、理事の交際費


